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1 ．はじめに
・わが国における刑事訴訟法等の一部を改正する法律（改正刑事訴訟法）
　※2016年 6 月 3 日公布。
　 捜査・公判協力型協議・合意制度及び刑事免責の実現等をはじめとした内
容が盛り込まれたが，「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」の導入は見
送られた。
・「犯罪事実の解明による刑の減軽制度」
　 被疑者が自己及び他人の犯罪事実の解明に欠くことのできない供述をした
場合に，これを刑の減軽事由とする旨の規定を刑法総則に置き，手続的な
「協議・合意制度」とは異なる実体法上の刑の減軽を内容とする制度。
　→ 将来的に導入の優先順位が高い制度として位置づけられているが，果た
してわが国の刑法に導入が可能か。
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●問題提起
　 わが国において当該制度の導入の是非を検討するにあたり，犯罪行為者
が，事後的に捜査機関・訴追機関等に協力し，真実発見に寄与をするとい
う事実（例えば，自首または自白のように自らの犯罪事実について，または，いわゆ
る内部告発のように他人の犯罪事実について申告する等）が認められた場合，真実
の発見に寄与した協力者が自身の量刑においてどのように影響するかを明
らかにする必要がある。
　現行法の例：自首減軽（刑法42条）は裁量的減軽となっている。
→　 王冠証人制度を採用しているドイツの一般的量刑理論を研究し，比較法
的見地から「行為者の犯行後の態度」や「捜査協力」が量刑にどのよう
に影響をもたらしているのかを踏まえて検討して参りたい。
2 ．ドイツの量刑理論について
ドイツ刑法46条  　─　ドイツ量刑理論の一般原則
　　　　　46条 a　─　 行為者・被害者の和解と物的な損害回復による減軽
　　　　　46条 b　─　王冠証人規定
　 ドイツ刑法は，犯罪構成要件ばかりでなく，犯罪の成否に関する一般的な
ルールおよび量刑の基本原則についても，立法者によりあらかじめ定めら
れおり，「議会制定の成文法」としての特色が非常に顕著であると言われ
ている。ドイツ憲法上，大原則として法治国家原則が保障されているもの
であるが，ドイツ刑法においてその一部を成すのが責任主義の原則であ
る。
★ドイツ刑法46条（日本語訳）
「①行為者の責任が，刑の量定の基礎である。
　 刑が社会における行為者の将来の生活に与えると予期される影響は，これ
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を考慮しなければならない。
　② 量刑にあたり，裁判所は，行為者に有利及び不利な事情を相互に衡量す
る。その際，特に考慮されるのは次の事情である。
　　 行為者の動機及び目的，犯行にあらわれた心情及びその際にはたらかせ
た意思，義務違反の程度，実行の態様及び犯行から生じた責めに帰すべ
き諸結果，行為者の前歴，人的及び経済的諸事情，並びに，犯行後の行
為者の態度，特に損害を回復しようとする努力及び被害者との和解を実
現しようとする努力。
　③ すでに法律上の構成要件の要素となっている事情は，これを考慮しては
ならない。」
　※ ドイツ判例及び通説は，量刑を行うにあたって，これまで承認されたす
べての特別予防および一般予防の目的を併せて考慮することが許される
と解している。
3 ．犯行後の行為者の態度による刑の減軽について
★犯行後の行為者の態度は量刑にいかなる影響を与えるものであろうか
　①行為責任
　②特別予防の必要性
①行為責任の見地からの犯行後の態度
　例： 交通事故後の逃走後において，負傷した被害者を助けのない状態で置
去りにすることや，事故の痕跡を積極的に除去する等，構成要件に該
当する事実と時間的に接着して関連する行為態様に関しては，行為責
任の側面から意味をもつ。
　例： 交通事故後の逃走後において，公判での自白を拒否したという事情は
「責に帰されるべき所為の効果」には影響せず，行為責任の側面で意
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味をもたない。
②特別予防の見地からの犯行後の態度
　例： 犯行後長期に渡って継続的に「立派な振る舞いをしたこと」は行為者
に有利に評価されるべきであり，全面的な社会復帰の努力を必要とし
ないことを示すことになる（BGH StV 1988, 487 ; OLG Düsseldorf StV1993, 
310）。
　例： 酩酊運転の後，自動車運転者のための講習会に参加した等，犯行後，
さらに累犯を行わないようにするための手立てを施したことは，行為
者に著しく有利となる。
　判例： 「厚顔無恥に」犯行を否認した場合（BGH1,105; BGH NJW 1961, 85）や，
自身の可罰的な態度が「正当である」と明言した場合（BGH 31,16）
は，当該法益に対する行為者の否定的態度，それと同時にその重い
「責任」が明らかであるとし，行為者の犯行後の態度を基に行為責
任の重さを言及したものがある。
　　　　→ 自白は，行為者が自らの態度の誤りを理解したことを示すもので
あり，したがって，問題なくその再社会化を期待させるが，他方
で「無分別な」否認は行為者の危険が継続していることを示すこ
とになってしまうとしている（BGH 32, 165; BGH NStZ 1983, 453）。
　　　※ しかし，手続においての捜査協力による刑罰軽減を積極的に争うよ
うなケースにおいては，自白が直ちに行為責任を減少させ，特別予
防の必要性のないものと理解することは困難になる。
↓
　　　 結局のところ，判例は，「執拗な否認」，「間接的に第三者に罪をなす
りつける」，「背後の黒幕を明かさない」，「損害賠償の給付を拒否し
た」等の犯行後の態度を理由として重い量刑を科してはならないと強
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調している。
4 ．王冠証人制度による刑の減軽について
●王冠証人規定の淵源
　 組織犯罪対策の一環として，内部告発者自身の刑事責任を軽減する可能性
を定めることにより，内部告発者からの証言を促そうとした。
　→ ドイツでは，最初にテロ犯罪および組織犯罪に対する対策として王冠証
人規定が導入（1999年12月末失効）。現在では，薬物取締法〔麻薬法〕31
条やドイツ刑法46条 b がある。
　★ 46条 b は，重大な犯罪を犯した者が自発的に情報を提供し，一定の重
大な犯罪の解明または阻止に本質的に貢献した場合に，裁判所が刑を減
軽または免除しうることを定めるもの。
★ドイツ刑法46条 b（日本語訳）
「① 裁判所は，刑の下限が引き上げられた自由刑または無期自由刑が定めら
れている犯罪の行為者で次の各号のいずれかにあたる者については，第
49条第 1 項により刑を減軽することができるが，その場合において，も
っぱら無期自由刑が定められているときは，10年以上の自由刑とする。
　 1 　 その知るところを自発的に申告することによって，自身の犯罪行為に
関係する刑事訴訟法第100条 a 第 2 項に定める犯罪行為が解明されう
るように本質的に寄与した者，または
　 2 　 自身の犯罪行為に関係し，自身がその計画を知っている刑事訴訟法第
100条 a 第 2 項に定める犯罪行為を阻止しうるような適当な時期にそ
の知るところを自発的に官署に申告した者
　② 第 1 項に定める決定に際し，裁判所は特に次のことを考慮しなければな
らない。
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　 1 　 申告に係る犯罪の態様と範囲および行為の解明または阻止に対するそ
の重要性，申告の時期，行為者による刑事訴追機関への協力の程度お
よびその供述が関係する行為の重大性，並びに
　 2 　 犯罪行為及び行為者の責任の重大性並びに第 1 号に掲げられている諸
事情との関係
　③ 第 1 項に定める刑の減軽及び免除は，行為者が自身に対する公判開始
（刑事訴訟法第207条）が決定された後にその知るところを申告した場合は
除かれる。」
●王冠証人規定の減軽根拠
　 王冠証人規定の減軽根拠は，行為責任並びに特別予防からの要請ではな
く，その他の犯行を発覚させるという犯罪捜査上の利益にあると解され
る。
→王冠証人規定に対する根強い批判
　 ドイツ刑法は一般国民の法的心情の維持およびそれを通じた規範遵守に役
立つものでなければならず，従って，正義の思想か，それとも刑事政策上
の便宜主義的考慮かという形で葛藤が生じたときには，前者が優先されな
ければならないとの批判がある。
　※例： この制度を積極的に肯定することにより，テロの首謀者であり謀殺
犯人である者が，彼の─場合によっては責任が彼より軽い─共
犯者を逮捕と無期の拘禁に送り込みつつ，自身は 3 年の自由刑しか
科せられない，といった極端なケースが認められかねない。
5 ．おわりに
　犯罪事実の解明による刑の減軽の根拠を行為責任や特別予防から求めるこ
とは難しいように感じられる。このため，犯罪事実の解明による刑の減軽の
根拠は，犯罪捜査上の利益という政策的理由からしか求められないであろ
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う。となると，自首のような一般的減軽事由として「犯罪事実の解明による
刑の減軽」制度を刑法典に盛り込むことはできず，各則において社会的法益
や国家的法益を侵害する行為や，被害者不在の犯罪，閉ざされた組織による
犯罪等に限定して導入を図るほかはないと思われる。
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